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イギリスにおける法科大学院の全国的動向と入学者 

―専門職性と多様性の観点から― 

 

種村 文孝 

 

Abstract 

This paper aims to analyze the characteristics of law schools in the United Kingdom, the circumstances 

surrounding their students and to clarify what challenges law schools face as a training process for highly 

qualified professionals. In the training of legal professionals in the UK, there is a need to develop 

advanced knowledge, skills, and attitudes and improve the qualification process to ensure learner 

diversity and accessibility. Therefore, we will examine the actual situation of law schools in the UK 

concerning cultivating professionalism and ensuring diversity of students and learners, taking into 

account trends in enrollment and other factors. 
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1 はじめに 

本研究の目的は、イギリス1  の法科大学院の全国的動向と入学者を取り巻く状況について分

析し、高度専門職の養成課程として法科大学院がいかなる課題を有しているのかを明らかにす

ることにある。イギリスの法曹養成においては、高度な知識、技能、態度の育成が求められる

とともに、資格取得プロセスとしては学習者の多様性の確保、アクセスのしやすさなどの改善

も求められている。そこで、専門職性の涵養と入学者及び学習者の多様性の確保に対して、イ

ギリスの法科大学院が実際にどのような状況に置かれているのかを入学者の動向なども踏まえ

て検討する。 

近年のイギリスの法曹養成制度改革において、大学及び法科大学院におけるアカデミック教

育と法曹団体における職業的教育の架橋が試みられてきた。1971 年のオームロッド報告以降、

「アカデミック段階」（Academic Stage）、「職業的段階」（Vocational Stage）および「継続教育」

という法曹養成の 3 段階への整備が目指され、バリスター2 とソリシター3 の各職能団体が認証

を行った法科大学院での養成が位置づけられてきた。しかし、イギリスの法科大学院も、日本

と同様にその養成プロセスは岐路に立たされている。バリスター養成コースの Bar Practice 

Training Course（BPTC）は、2020 年度以降にコースを多様化する形で Bar Training Course(BTC 

へと変わり、ソリシター養成においては 2021 年からソリシター資格試験（SQE）を導入して、

法科大学院に設けてきたソリシター養成コースの Legal Practice Course(LPC）を廃止するなどの
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方針転換が行われている。この背景の一つは、法曹資格取得までに時間と費用がかかり、資格

取得のハードルの高さが法曹になる者を制限し、特定の階層にとどまらせてしまっているとい

う問題である。そこで本稿では、イギリスにおいて法科大学院がどのような特徴をもち、どの

ように整備され、そこで学ぶ入学者はいかなる特徴があるのか、法科大学院修了後の進路など

にどのような課題があるかを明らかにし、日本の法科大学院のあり方に示唆を得ることをめざ

す。 

これまでイギリスの法科大学院の設置機関に注目して特徴を検討してきた研究 4  や法曹資格

取得者の多様性の確保という観点から検討した研究5  などがなされている。日本の法曹養成に

おいては、志願者数や入学者数の推移、適性人口に関する議論が積極的に行われてきたが、イ

ギリスの法科大学院における入学者や修了生の動向を踏まえて、イギリスの法科大学院の特徴

と直面している課題を十分に検討したものは見当たらない。そこで本研究では、イギリスにお

ける法科大学院の動向と入学者を取り巻く状況について、BPTC から BTC ヘの転換というバリ

スター養成の変化、LPC の廃止と SQE の導入という 2020 年度前後の動向をふまえつつ、専門

職性と多様性をめぐる現状と課題について検討する。  

 

2 イギリスの法科大学院の特徴と全国的動向 

2-1 イギリスの法科大学院の特徴 

法科大学院は、法曹養成に特化したプロフェッショナル・スクールであり、各国によってそ

の制度的特徴は異なる。アメリカの大学には法学部はなく、学部においてリベラルアーツ教育

を修了した後に、ロースクールで 3 年間法学教育を受けて、修了者にはジュリス・ドクター（J.D. 

という学位を得て、各州の司法試験の受験資格を得るのが一般的である 6  。日本の法科大学院

は、設置審査を経て文部科学大臣に認可される形で大学制度の枠内につくられ、法学部の卒業

生以外を対象とする未修者コース（3 年間）と法学部卒業生を対象とする既修者コース（2 年

間）があり、修了者には法務博士（専門職）の学位が与えられ、司法試験の受験資格を得るこ

とができるというものである。イギリスでは、バリスター及びソリシターの各法曹養成コース

の提供を法曹団体に正式に認可された高等教育機関が法科大学院に該当し、コースの修了には

学位の授与は必須とされておらず、大学以外の機関が法科大学院として認可されているという

点が、日本やアメリカとは制度的に大きく異なる7 。1971 年のオームロッド報告による法曹養

成改革以降、大学が「アカデミック段階」（Academic Stage）、法科大学院が「職業的段階」

（Vocational Stage）、法曹団体が「継続教育」を担うという形で整備され、大学と法曹団体によ

る連携が強化されてきた。バリスター養成においては、職業的段階に Bar Vocational Course（BVC）

が設けられ、2011 年から 2019 年まで BPTC という名称に変更して運用され、2020 年以降は

BTC へとコースが変わっている。ソリシター養成においては、職業的段階に LPC が設けられ、

2021 年にソリシター資格試験の SQE へと枠組みが変更されるまで、実践的な教育が行われて
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きた。法学部の学位を取得するか、法学部以外の学部を卒業後に 1 年間の法転換コースで学ん

で法学ディプロマ(Graduate Diploma in Law; GDL）を取得し、その後に職業的段階として法科大

学院で学び、修了後に司法修習を経て正式に法曹としての資格取得に至る流れである。  

イギリスにおける法科大学院の一覧を表１に示す。これらのバリスター養成コース

（BPTC/BTC）とソリシター養成コース（LPC）を担う法科大学院を設けたのは、①法曹団体に

よる教育機関、②旧大学、③新大学（旧ポリテクニク）、④営利機関に分類される8  。 

①法曹団体による教育機関としては、バリスター団体の法曹院（Inns of Court School of Law）

とソリシター団体の法学校（College of Law9 ）が主に該当する。1980 年代までイギリスには法

科大学院はこの 2 校しか存在しなかった。バリスターとソリシターのそれぞれの法曹団体によ

る教育機関が、修習前の法曹養成コースを担当しており長い歴史を有している。この 2 校だけ

で、法曹需要の急拡大に対応することが難しくなったため、大学による法科大学院の設置を認

可するようになっていった。 

②旧大学のほとんどは、法科大学院を新設しなかった。ケンブリッジやオックスフォードな

どの旧大学の多くは、法学部を有し、バリスターもソリシターも数多く輩出しているが法学部

卒業後の法曹養成コースは提供していない。卓越した研究大学で組織されたラッセル・グルー

プに属する大学では、カーディフ大学のカーディフ法科大学院（Cardiff Law School）のみが唯

一バリスター養成の BPTC を提供してきた。なお、カーディフ法科大学院は、LPC、GDL、以

外に、「法学修士」（Master of Laws: LLM）、「法学博士」（Ph.D. in Law）も提供し、法曹養成及

び法学研究者養成を担うウェールズで最大の総合的な法科大学院である 10 。イングランドの旧

大学では、シェフィールド大学のみが法科大学院を設置し、LPC コースを提供してきた。イン

グランドの旧大学が法科大学院を設置しなかった理由としては、法曹を志望する学生はバリス

ター団体及びソリシター団体による教育機関で学んで資格取得をすることがすでにエリートコ

ースとして確立しており、旧大学が新たに法科大学院を設ける必要性があまりなかった点、法

科大学院の教員は実務家教員のみで原則構成されているため研究者教員にとって魅力に欠けて

いた点、法曹実務のための事前研修のコースであり修士や博士などの学位を授与するコースで

はなく旧大学が提供すべきものだとみなされなかった点が指摘されている 11 。 

③法科大学院の新設が最も多かったのは、新大学12 （旧ポリテクニク）であった。新大学は、

ポリテクニクの時代から法学部を有しているところが多く、以前から職業志向の法学教育を行

なっていた13 ため、旧大学よりも法科大学院と親和性が高かったのではないかと指摘されてい

る14 。特にソリシター養成は、様々な地域で新大学による教育がなされた。  
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表 1．イギリスの法科大学院一覧  

 

（出所）筆者作成 

法科大学院名 設置団体の分類 場所
BPTC/
BTC LPC 備考

The City Law School 法曹院 ロンドン ○ ○

The Inns of Court Colledge of
Advocacy

法曹院 ロンドン ○ 2020年度のBTC

から運用を開始。

ロンドン ○ ○

バーミンガム ○ ○

ブリストル ○ ○

チェスター ○

ギルフォード ○

リーズ ○ ○

リバプール ○ ○

マンチェスター ○ ○

ノッティンガム ○ ○

香港 ○

University of Sheffield イングランドの旧大学 シェフィールド ○

Aberystwyth University ウェールズの旧大学 アベリストウィス ○

Cardiff Law School ウェールズの旧大学 カーディフ ○ ○

Swansea University ウェールズの旧大学 スウォンジー ○

Anglia Ruskin University 新大学 ケンブリッジ ○

Birmingham City University 新大学 バーミンガム ○

Bournemouth University 新大学 ボーンマス ○

De Montfort University 新大学 レスター ○

Leeds Beckett University 新大学 リーズ ○

Liverpool John Moores University 新大学 リバプール ○

London Metropolitan University 新大学 ロンドン ○

Manchester Metropolitan University 新大学 マンチェスター ○ ○

Northunbria University Newcastle 新大学 ノーザンブリア ○ ○

Nottingham Law School 新大学 ノッティンガム ○ ○

Staffordshire University 新大学 ストーク・オン・トレン

ト

○

University of Central Lancashire 新大学 プレストン ○

University of Derby 新大学 ダービー ○ 2014年度までに募

集停止。

University of Hertfordshire 新大学 ハットフィールド ○

University of Huddersfield 新大学 ハダースフィールド ○

University of Lincoln 新大学 リンカーン ○ 2014年度までに募
集停止。

University of South Wales 新大学 カーディフ ○

University of Sunderland 新大学 サンダーランド ○

University of the West of England,
Bristol

新大学 ブリストル ○ ○

University of West London 新大学 ロンドン ○

University of Westminster 新大学 ロンドン ○

University of Wolverhampton 新大学 ウルヴァーハンプト

ン

○

York St John University 新大学 ヨーク ○

ロンドン ○ ○

バーミンガム ○ ○

ブリストル ○ ○

リーズ ○ ○

マンチェスター ○ ○

ケンブリッジ ○

Kaplan Law School 営利機関 ロンドン ○ ○ 2014年度にBPTC
の募集を停止。

2016年度にLPCの
募集も停止。

BPP Law School 営利機関

The University of Law 法学校
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④営利機関が法科大学院を設立していることもイギリスにおける大きな特徴である。教育産

業を営む持株会社 BPP は、BPP 法科大学院を 1992 年に創設し、BPTC と LPC を提供し、多く

の学生を受け入れてきた。当初は学位の授与は行っておらず、法曹養成のコースを提供してき

たが、そこから発展して 2007 年には大学としての学位授与権も認められるようになった。バリ

スター養成、ソリシター養成を複数の地域で担い、大きな役割を果たしてきた。  

イギリスの法科大学院は、大学と法曹団体の連携による法曹養成を目指しながらも、特徴とし

ては法曹団体の影響が大きく、担ってきた機関も法曹団体による教育機関、新大学、営利機関

などが中心であった。法学研究を中心的に担ってきたイングランドの旧大学は法科大学院をほ

とんど新設しなかった。それは、BPTC や LPC の認証をバリスター団体、ソリシター団体が行

い、カリキュラムなどにも大きな影響を与えてきたためであり、教育も実務家教員が主に担当

する実務的な内容が中心であったためである。これらの特徴からは、学問と実務の往還におい

て学問的な教育の価値が軽視されるという傾向をもたらすものであることが伺えた。  

 

2-2 法科大学院におけるバリスター養成  -BPTC から BTC へ 

法科大学院におけるバリスター養成として、2019 年度までの BPTC 一覧を表 2 に示す。 

 

表 2．法科大学院における BPTC 一覧（2019 年度まで）  

 

（出所）筆者作成 

 

2020 年度以降の BTC 一覧については、表 3 に示す。 

法科大学院名 設置団体の分類 場所
入学者数
（2018年）

入学者数
（2019年）

学費
（2017年） 備考

The City Law School 旧法曹院 ロンドン 402 385 £18,000
ロンドン 128 145 £19,040
バーミンガム 52 67 £15,480
リーズ 46 47 £15,480

University of the West of
England Bristol 新大学 ブリストル 96 101 £13,950

Manchester Metropolitan
University 新大学 マンチェスター 70 48 £14,480

Nottingham Law School 新大学 ノッティンガム 45 79 £14,100University of
Northumbria 新大学 ニューキャッスル 114 109 £12,500

ロンドン 292 257 £19,070
バーミンガム 44 56 £15,680
ブリストル 49 46 £15,680
リーズ 55 56 £15,680
マンチェスター 65 70 £15,680

Kaplan Law School 営利機関 ロンドン - - -
2014年度に学生
募集を停止。

Cardiff Law Scool
ウェールズの
旧大学 カーディフ 132 91 £14,340

BPP Law School

The University of Law 旧法学校

営利機関
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表 3．法科大学院における BTC 一覧（2020 年度以降） 

 

（出所）筆者作成 

 

2019 年度までの BPTC と 2020 年度以降の BTC の提供機関に大きな差はないが、2020 年度

から新たに The Inns of Court College of Advocacy が BTC を提供するようになった。バリスター

養成機関である法曹院が新設したコースであり、The City Law School とあわせてバリスター養

成の新たなエリートコースとなっている。  

バリスター養成の実際の入学者数に注目すると、ロンドンで学ぶ学生が圧倒的に多い。これ

はバリスターの事務所やバリスター団体の養成機関がロンドンに集中しているためである。ソ

リシター団体の養成機関である The University of Law は、1999 年からバリスター養成の BPTC

（2010 年までは BVC）、BTC を提供し、卒業生も多く輩出している。2021 年度では、営利機関

の BPP Law School の入学生が全体の 32.4%、The University of Law の入学生が全体の 27.9%を

占めており、この 2 校で約 60%のバリスター養成を担っている。  

学費は総じて高い。2019 年度までの BPTC で 1 年間£12,500〜£19,040 であり、日本円で約

2,288,000 円〜3,486,000 円である。2022 年度の BTC で 1 年間£12,200〜£18,700 であり、日本円

で 2,233,000 円〜3,423,000 円である。年間 200 万円以上の学費を払える学生でなければ、バリ

スターになることは難しい。法科大学院に設けられている BTC や LPC では学位の取得がない

法科大学院名 設置団体の分類 場所

入学者数

（2021年）

学費

（2022年） 備考

The City Law School 法曹院 ロンドン 412 £16,340

The Inns of Court

College of Advocacy 法曹院 ロンドン 120 £13,990

Part1（オンライン）:£1,895

Part2（フルタイム）:£12,095

ロンドン 325 £14,000

バーミンガム 104 £12,700

ブリストル 21 £12,700

リーズ 64 £12,700

リバプール 18 £12,700

マンチェスター 61 £12,700

ノッティンガム 14 £12,700

Cardiff Law Scool

ウェールズの

旧大学 カーディフ 79 £18,700

University of the West of

England Bristol 新大学 ブリストル 114 £13,500

Manchester Metropolitan

University 新大学 マンチェスター 26 £12,870

Nottingham Law School 新大学 ノッティンガム 50 £12,200

Northunbria University

Newcastle 新大学 ニューキャッスル 61 £12,300

ロンドン 438 £15,151
バーミンガム 82 £14,121

ブリストル 20 £14,121

リーズ 35 £14,121

マンチェスター 128 £14,121

The University of Law 法学校

BPP Law School 営利機関
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コースと、さらに費用が高くなるが法学修士号の学位（LLM）を取得できるコースを設けてい

るところも多い。The Inns of Court College of Advocacy 以外の法科大学院では法学修士号の学位

が取得可能であり、これらのコースで学ぶ場合には奨学金を得られる。そのため、奨学金を得

ながら修士号の学位を取得できる BTC のコースで学ぶ学生も多い。 

バリスター養成の BTC は、ロンドンに集中しており、学費の高さや都市部での生活費の高さ

が学生の生活を圧迫するという課題がある。高額な奨学金を借りるなどして、BTC で学んでバ

リスターの資格取得をめざすことになる。この学費の高さや経済的負担は、バリスターの資格

取得を目指す者の多様性を阻害する要因になりうると考えられる。  

 

2-3 法科大学院におけるソリシター養成  -LPC から SQE へ 

法科大学院に設けられた LPC の一覧は、表 4 の通りである。 

定員数でみると、The University of Law が 4,750 人と圧倒的に多く、全体の半数近くを占めて

いる。ソリシターの養成機関としての長い歴史をもち、ロンドンをはじめとする複数の都市で、

数多くのソリシターを輩出する期間として中心的な役割を担ってきた。営利機関が設立した 

BPP Law School も定員が 2,915 人と多い。この 2 校で LPC の定員の約 80%を満たしている。多

くの新大学が法科大学院を設置したが、1 校あたりの定員は 100 名前後であり全体に占める割

合はそこまで高いわけではなかった。  

学費はバリスター養成の BPTC や BTC と同じく高い。2023 年の LPC の学費は、£10,500〜

£19,500 であり、日本円だと約 1,922,000 円〜約 3,569,000 円である。新大学の学費が低く、ソリ

シターの養成機関や営利機関のコースの学費が高い傾向にある。ソリシターの資格取得を目指

す者にとっても高い学費は大きな負担である。法学修士（LLM）を取得することができる LPC

コースもあり、それらは奨学金の援助を受けられるため、そのようなコースを選択する学生も

多い。また、優秀な学生は、LPC 修了後のソリシター事務所での修習契約を事前に締結し、ソ

リシター事務所から LPC の学費を肩代わりしてもらうということをしている。ソリシター事務

所にとっても優秀な学生を雇える可能性が高まるため、学費の支援を行なっているところもあ

る。 

2021 年度以降は、ソリシター資格試験 SQE が導入され、LPC は今後廃止されていくために、

すでにコースの提供をやめた法科大学院もみられる。新しく導入された SQE1の受験料は£1,798

であり約 329,000 円、SQE の受験料は£2,766 で 506,000 円と LPC に比べると抑えられたものに

なっている。SQE のための試験対策のコースを法科大学院に設けるところもでてきているが、

まだ少ない。ソリシターの資格審査にかかる費用の減少が、ソリシターの受験生の属性や多様

化にどのように影響するのかは引き続き注視する必要があるだろう。 
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表 4．法科大学院における LPC 一覧 

 

（出所）筆者作成15  

法科大学院名 設置団体の分類 場所

フルタイムの

定員
（2014年）

学費
（2023年） 備考

The City Law School 法曹院 ロンドン 176 £11,500

ロンドン £19,500

バーミンガム £15,350
ブリストル £15,350

チェスター £14,300

ギルフォード £15,350

リーズ £14,300

リバプール £14,300
マンチェスター £14,300

ノッティンガム £14,300

香港 HK$195,000
University of Sheffield イングランドの旧大学 シェフィールド 180 £14,300

Aberystwyth University ウェールズの旧大学 アベリストウィス 60 - 2020年度までで募

集停止。

Cardiff Law School ウェールズの旧大学 カーディフ 200 £16,200

Swansea University ウェールズの旧大学 スウォンジー 100 £13,300

Anglia Ruskin University 新大学 ケンブリッジ 70 - 2020年度までで募

集停止。

Birmingham City University 新大学 バーミンガム 120 - 2020年度までで募

集停止。

Bournemouth University 新大学 ボーンマス 66 - 2020年度までで募

集停止。

De Montfort University 新大学 レスター 80 - 2020年度までで募

集停止。

Leeds Beckett University 新大学 リーズ 75 £12,000

Liverpool John Moores University 新大学 リバプール 72 £11,790

London Metropolitan University 新大学 ロンドン 99 £11,500

Manchester Metropolitan University 新大学 マンチェスター 168 £11,500

Northunbria University Newcastle 新大学 ノーザンブリア 160 £12,950

Nottingham Law School 新大学 ノッティンガム 160 £12,200

Staffordshire University 新大学 ストーク・オン・トレン

ト

125 £10,900

University of Central Lancashire 新大学 プレストン 60 £10,500

University of Derby 新大学 ダービー - - 2014年度までに募

集停止。

University of Hertfordshire 新大学 ハットフィールド 80 £12,900

University of Huddersfield 新大学 ハダースフィールド 80 - 2020年度までで募

集停止。

University of Lincoln 新大学 リンカーン - - 2014年度までに募

集停止。

University of South Wales 新大学 カーディフ 不明 £12,050

University of Sunderland 新大学 サンダーランド 不明 £10,500

University of the West of England,

Bristol

新大学 ブリストル 340 £12,750

University of West London 新大学 ロンドン 60 £12,300

University of Westminster 新大学 ロンドン 120 £12,500

University of Wolverhampton 新大学 ウルヴァーハンプト
ン

60 £11,550

York St John University 新大学 ヨーク 不明 £13,000

ロンドン £19,300
バーミンガム £15,200

ブリストル £15,200

リーズ £14,200
マンチェスター £14,200

ケンブリッジ £15,200

Kaplan Law School 営利機関 ロンドン - - 2014年度にBPTC
の募集を停止。
2016年度にLPCの

募集も停止。

The University of Law 法学校

BPP Law School 営利機関

4750

2915
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3 バリスター養成コースの入学者と修了者の動向 

3-1 入学者の動向 

 バリスター養成コースの BPTC の入学者の動向について、バリスター団体の The Bar Standard 

Board(BSB の報告書16 をもとに検討する。バリスター養成コースの BPTC の志願者は毎年 3,000

人程度で推移しており、入学者数は毎年 1,400 人から 1,700 人程度で推移してきた。志願者数

も入学者数もほぼ横ばいの状態であった。2020 年に BTC が開始されてから、入学者数はやや

増加している。2018 年度に BPTC に入学した学生は 1,753 人であり、これは 2011 年に BPTC が

始まって以来、過去最高であった。2018 年度の入学者のうち、1,591 人がフルタイム、162 人が

パートタイムであり、ほとんどがフルタイムの学生である。2020 年に BTC へと制度変更後は、

2020 年度の入学者が 1,333 人、2021 年度の入学者が 2,172 人（1,988 人がフルタイム、184 人が

パートタイム）へと増加した。 

UK/EU 籍の学生数は 928 人、海外の学生数は 824 人と、UK/EU 籍以外の学生も多い。BPTC

が開始された 2011 年度には、海外の入学者が約 33%を占めいていたのに対し、その比率は約

47％まで高まっていた。2020 年度と 2021 年度の BTC では、海外の入学者比率が 44%であっ

た。応募者数も入学者数も一定の人数を保っており、その中でも海外の入学者が占める割合が

やや高まってきたといえる。 

 入学者の属性に注目すると、BPTC の女性比率は、2011 年度の 52％から 2018 年度の 57％へ

と増加している。BTC になってからも、2020 年度と 2021 年度の女性比率は 52%であり、男性

よりも女性比率の方が高い傾向が続いていた。エスニシティに関して、EU/EU 籍の学生のうち、

黒人・アジア系・少数民族（BAME）の割合は 2018 年度は 40%であった。この割合は 2011 年

度の BPTC 導入以降、約 10%高まっており、白人以外の学生比率も低くいとはいえない。2020

年度と 2021 年度の BTC では、BAME の割合が 57%と一層高くなっている。法曹の多様化、資

格取得へのアクセスしやすさなどが問題視されるが、BPTC から BTC へと変化する中でも、性

別、エスニシティともに多様な背景の学生が入学する割合が高まってきている。2018 年度に

BPTC に入学した UK/EU 籍の学生の約 14％、海外在住の学生の 5％が障がい者である旨を申告

していた。2020 年度と 2021 年度の BTC の入学者の 10%が障がい者であることを申告してい

る。イギリスの障がい者の割合から考えると、高い割合とはいえないが、障がい者の入学や学

習に対する合理的な配慮を行っている。 

入学者の学位に関しては、2018 年度の BPTC に入学した UK/EU 籍の学生の約 30％が First 

Class Honours (1st 17 を取得しており、54％が Second Class Honours, Upper Division (2:1 の学位を

取得、11％が Second Class Honours, Lower Division (2:2 の学位を取得、約 5％がその他の学位分

類を取得していた。BPTC に入学した UK/EU 籍の学生のうち 1st を取得した者の割合は、2011

年度から約 10％増加し、2:2 を取得した者の割合は約 5％減少している。つまり、大学において

より優秀な成績を修めた学生が BPTC に入学するようになっている。2018 年度に BPTC に入学
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した海外の学生は、約 11％が 1st を取得しており、この割合も 2011 年度の 2％から増加してい

る。2:2 の学位を持つ海外の学生の割合は、2011 年度の約 50%から 2018 年度には約 25%にまで

減少した。2020 年度に BTC に変わってからもその傾向は変わらない。2020 年度の入学者の

27.5%が 1st を取得、53.4%が 2:1 を取得、19.0%が 2:2 を取得している。受験者数などの倍率か

らは大きな変化はないが、BPTC、BTC の入学にはより優れた学位が求められるようになって

いるという点において、競争は激化傾向にあるといえよう。  

 

3-2 修了者の動向 

 BPTC の修了者の動向について、BSB の報告書18 をもとに検討する。BPTC を修了する者は、

毎年 1,000 人から 1,300 人程度であり、修了率は約 80%である。2020 年 1 月の時点で、UK/EU

籍の 2017 年度入学者の約 80%、2018 年度の入学者の約 70%が修了している。海外の学生は修

了率がやや下がり、2018 年度の入学者の約 60％が 2020 年 1 月時点で修了しているが、残りの

ほとんどは未修了であった。2017 年度の入学生については、約 80％が修了、約 10％が未修了、

約 9％が不合格であった。2020 年度の BTC でも傾向は特に変わっていない。日本の法科大学院

では留年する者の割合が高く、未修者コースの 1 年目で約 30~60%、未修者コースの 2 年目及

び既修者コースの 1 年目で約 20〜30%となっている19 のに対して、イギリスではストレートで

修了する割合が日本の既修者コースと同等かやや高いといえる。これは法科大学院入学前に、

法学部の学位か法転換コースでのディプロマの取得によって、法学に関する基本的な学習を終

えているためである。 

 BPTC 修了後に弁護士事務所との修習契約を締結する必要があるイギリスでは、司法修習を

開始できたのは、UK/EU 籍の BPTC 修了生20 で約 43%にとどまる。日本では司法試験の合格率

21 が、全体で 46%、法科大学院ルートで 38%であることを踏まえると、法科大学院修了後に司

法試験に合格して司法修習を開始できる者の割合が限られるという点で、イギリスも同様の状

況であるといえる。つまり、法科大学院を修了しても、イギリスのバリスターでは日本と同様

に約半数以上の学生が、司法修習を開始することができないのである。  

 イギリスにおいて修習契約を締結できるか否かは、BPTC の成績と大学の学位によって大き

な差が生じる。BPTC の修了生のうち、総合成績が「秀（Outstanding）」であった者は、修習契

約を締結する割合が最も高かった。このような UK/EU籍の修了生で 1stの学位を持つ者は 85％、

2:1 の学位を持つ者は 79％が司法修習を開始していた。BPTC の総合成績が「優（Very Competent）」

であった UK/EU 籍の修了生の場合、1st を持つ修了生の 50%、2:1 を持つ修了生の 40％、2:2 を

持つ修了生の 22％が修習を開始していた。一方、UK/EU 籍の卒業生で、BPTC の総合成績が「良

（Competent）」であった者のうち、修習契約を締結できた者の割合は、はるかに低く、どの学

位でも 12％以下であった。このように学位と BPTC の成績によって、修習契約を締結できる可

能性は大きく異なっていた。法科大学院で良い成績を修めることは、その後の修習契約の締結
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に影響を与えているといえる。 

 修了生の属性に注目すると、2014 年度から 2018 年度に入学した UK/EU 籍の BPTC 修了生の

55％が女性、45％が男性であった。このうち修習契約を締結した者の割合は、53%が女性、47%

が男性となっており、男性の方がやや修習契約を締結しやすい傾向が伺えた。学位と BPTC の

成績をコントロールした場合、2014 年度から 2018 年度に入学した BAME 背景の UK/EU の

BPTC 修了生は、白人の卒業生よりも修習を開始している可能性が低かった。例えば、UK/EU

籍の BPTC 修了生で、学位が 2:2、BPTC の総合成績が「優（Very Competent）」の場合、白人の

約 45％が修習契約を締結しているのに対し、同じ学位で同じ BPTC の成績の BAME 出身者で

は約 25％と、20%もの差があった。障害の有無においては、修習契約を締結する者の割合に大

きな差はみられなかった。 

BPTC の入学段階や卒業段階で性別やエスニシティに関しての大きな差はなかったとしても、

修習契約を締結する弁護士事務所がこれらの属性をもつ修了生との契約締結を避ける傾向があ

ったといえよう。BTC に変更してからの修了生の修習契約に関するこられの属性に関する統計

はまだ公開されておらず、継続して実態や変化を確認する必要があるだろう。  

 

4 ソリシター養成コースの入学者と修了者の動向 

4-1 入学者の動向 

 LPC 全体の入学者の動向について、Law Central Applications Board が発行している報告書22 を

もとに検討する。LPC 全体の応募者は毎年 13,000 人から 15,000 人程度であり、年度によって

多少の増減はあるものの長期的には横ばい傾向である。入学者は 6,400 人から 7,300 人程度で

あり、入学者も横ばい傾向である。LPC 全体の定員は 10,000 人程度なので、定員を満たしてい

ない法科大学院も存在する。2021 年度では LPC の定員 11,021 人に対し、応募者が 12,962 人、

入学者は 6,415 人であった。ソリシターの数は年々増加傾向にあるが、ソリシターの資格審査

をめざして LPC に応募する学生の数と入学生の数は安定している。日本では法科大学院の応募

者数に減少傾向がみられるが、イギリスではそのような変化は生じていない。  

 入学者の属性に注目すると、応募者、入学者ともに男性よりも女性が多い。2021 年度の応募

者、入学者ともに女性が 66%であった。この傾向は毎年変わっていない。年齢別では、応募者、

入学者ともに 35 歳以下が大半である。2021 年度では、25 歳以下の入学者が 5,153 人で 83%、

26 歳から 35 歳の入学者が 828 人で 13%であった。36 歳から 45 歳は 2%、46 歳以上も 2%と少

数であった。LPCで時間と費用をかけてソリシターになろうとする者は、若い層に限定される。

多様な年齢の幅、多様な経験を積んだ者が法曹資格を取得できるということは、多様性の確保

という点で一つの課題ではある。 

 入学者のエスニシティに関しては、2021年度の応募者の 43%が白人であり、21%がアジア系、

8%が黒人の順に多かった。2021 年度の入学者は 45%が白人、19%がアジア系、8%が黒人であ
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った。応募者の白人比率よりも、入学者の白人比率の方が高く、白人の方が合格しやすい傾向

があるといえる。ただし、白人以外の民族的背景をもつ者も一定数 LPC に入学していたといえ

る。障害の有無に関しては、2021 年度の入学者のうち 8%の者が障がい者であることを申告し

ている。障害の内訳では、ディスレクシア（読字障害）、メンタルヘルスに関する障害、視覚障

害が多い。 

 LPC の授業料に関して、2021 年度は 24%の学生がソリシター事務所に代わりに支払ってもら

っている。優秀な学生は、LPC 開始前に修習契約をソリシター事務所と締結し、学費をソリシ

ター事務所が負担する形で学ぶことができる。対象となりやすいのは、大学ランキング上位に

選ばれる大学で法学部の学士号を取得した者、大学の学位の成績が優れている者などである。

優秀な若手ソリシターを採用するために、学習支援を行なったり、授業料の負担を事務所が行

っている。ソリシター事務所に学費を負担してもらうために、早めに修習契約を締結できるか

どうかという競争は厳しくなっている。  

 つまり、ソリシター養成のコースへの進学希望の者、入学者は横ばい傾向であり、法科大学

院全体の定員からみると定員を満たしていないところもあるが、有力校では競争環境にある。

ソリシター事務所では優秀な学生を早期に囲い込み、高額な LPC の費用を事務所が支払うこと

で修習契約の締結やその後の採用に結びつけようとしており、大学の成績で優れた結果を残す

ことが入学者にも求められる環境にある。入学者の多様性に関しては、エスニシティに関して

白人以外の割合は高いものの合格率には白人と差がみられるという課題がある。 

  

4-2 修了者の動向 

LPC の修了者の動向について、Solicitors Regulation Authority（SRA）による報告書23 をもとに

検討する。毎年の LPC の入学者が 6,400 人から 7,300 人程度であるのに対し、ソリシターとし

て LPC を修了後に資格認定される者は、5,500 人程度である。つまり、LPC 入学者のうち、75%

から 86%がソリシターの資格を得ていることになり、14%から 25%の LPC 入学者はソリシター

の資格を得ることができていない。LPC を 1 年で修了する学生の割合は約 60%であり、2018 年

度、2019 年度の入学者は 1 年で修了した者の割合が 58％であった。ストレートで修了する割

合は、バリスター養成の BPTC や BTC よりもやや低い。しかし、バリスター養成では、修習契

約の締結率が約 43%なのに対し、ソリシターでは LPC の修了生の 75%は修習契約を締結でき

ていて最終的に資格取得できる者の割合は高くなっている。ただし、ソリシターにおいても修

習契約の締結に関する競争は厳しく、LPC を修了しても修習契約が締結できずにソリシターの

資格を得られない者がいることは課題である。 

LPC 修了者の属性に注目すると、男性と女性では LPC の修了率に差は生じていない。LPC の

入学者の男女比がそのまま反映され、LPC 修了生の女性の割合は毎年 60%以上である。エスニ

シティに関しては、白人の学生の 65％が LPC を修了しているのに対し、アジア系/アジア系イ
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ギリス人の学生は 52％、黒人の学生は 39％と修了率に差がみられた。白人以外の属性を持つ学

生が、LPC で優秀な成績を修めることが難しい傾向にあり、修了率にも大きな差が生じている

点は課題である。障害の有無に関しては、17％の学生が障害があると申告しており、障がい者

の 18％が障害によって日々の活動が制限されていると答えている。これらのことからは、LPC

で学ぶ白人以外の学生や障がい者は、少なからず学習に困難さを感じていることが伺える。た

だし、SRA の調査では、エスニシティによる学習のアウトカムの差がなぜ生じるのか、障害を

有していることで学習にどのような困難さが生じるのかの質的な分析までは十分にできていな

い24 。教育の質を考慮する際には、多様な学習者が適切に学べるように合理的配慮を行う必要

があり、LPC においては課題があるといえるだろう。 

 

4-3 SQE 導入後の動向 

 2021 年度以降、LPC の代わりに導入されたソリシター資格試験の SQE を受験した者の結果

と傾向について分析する。2021 年度ソリシター資格試験（SQE）年次報告書25 によると、2021

年 11 月の SQE1 受験生が 1,073 名、2022 年 4 月の SQE2 受験生が 726 名、2022 年 7 月の SQE1

受験生は 1,829 名であった。SQE1 の合格率はいずれの回も 53%であった。SQE2 の合格率は

77%であった。2021 年 11 月に SQE1 に合格し、2022 年 4 月に SQE2 を受験した受験者 341 名

のうち、302 名（89%）が合格した。SQE1 に合格する力のある者は、SQE2 も合格しやすい傾

向が伺える。ただし、SQE1 の合格率が 55%ということは、ある程度の難易度を有するソリシ

ター資格試験になっていると考えられる。  

 受験生の属性でみると、男性よりも女性の受験生の方が多い。これは LPC の時と変わらない

傾向である。SQE1 の合格率は、男性が 57%、女性が 51%と男性の方が高かった。ただし、SQE2

の合格率は男性 75%、女性 79%と大きな差はない。エスニシティに関しては、白人の合格率が

SQE1 で 63%、SQE2 で 85%と顕著に高い。アジア系では、SQE1 の合格率が 48%、SQE2 の合

格率が 72%と白人よりも低く、黒人の合格率も白人よりも低い。ソリシターの多様性の確保の

ために、ソリシター資格試験 SQE を導入し、多様なエスニシティの背景を持つ者がソリシター

の資格を取得できる道を開こうとするものであるが、現状では白人以外の合格率は低い傾向に

ある。これは LPC を廃止して、ソリシター資格試験の SQE による資格認定が、ただちに多様

性の確保や資格取得のアクセスを改善するものではないと考えられる。受験している者の能力

や質などにそもそも差があることも考えられるが、公正な試験となり、多様な社会的背景を有

する者がソリシターの資格を得られるようになっていくかは今後も模索すべき課題であろう。  

 

5 おわりに 

 イギリスの法科大学院の特徴は、法学部卒業後の職業的段階としてバリスター養成の BPTC、

ソリシター養成の LPC を高等教育機関に設けることで拡大し、法曹団体の影響を強く受けなが
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ら実務家教員による実務的な教育を展開してきたことにある。法曹団体の養成機関や営利機関

が高額な学費を設定しながらバリスター養成、ソリシター養成の中心的な役割を果たしてきた。

近年の動向で揺れているのは、高額な学費を払い、BPTC や LPC を修了したにも関わらず、弁

護士事務所との修習契約が締結できずに法曹資格を得られない者が一定数いることである。特

にソリシターよりもバリスターでその傾向は顕著である。これは法曹養成を行う専門機関とし

ての法科大学院の位置づけや意義を問う問題であり、日本にも共通する課題である。日本では、

法科大学院修了後の司法試験合格率の低さがアウトカムとして課題になるのに対して、イギリ

スでは法科大学院修了後の修習契約の締結が課題になっている。高度専門職養成を担う法科大

学院として、専門職に必要な知識や技能、態度の育成については高い水準が求められる一方で、

法科大学院を修了したのにもかかわらず法曹資格を得られない者が一定数生まれてしまう構造

は、法曹を目指す者のキャリアを不透明なものにしてしまう。専門職養成に力を入れれば、期

間も費用もかかるものになりがちであるが、一方で高すぎるハードルはそもそも資格取得を目

指す層を限られた者に限定してしまいがちである。  

 イギリスではこの資格取得のアクセスしやすさや多様性の確保が議論されてきた。性別、年

齢、エスニシティ、社会的背景、障がいの有無などの多様な背景を持つ者が実際にバリスター

やソリシターの資格取得を可能になっているかを法曹団体がチェックしている。この点は、日

本ではまだ議論が十分になされていない点である。日本の法科大学院の未修者コースは、法学

部以外の多様な背景を持つ者が法曹になれるように設計されたものであるが、修了率の低さや

司法試験の合格率の低さが課題になっている。法科大学院を廃止し、司法試験のみにした方が、

年齢や多様な職業の者が受験しやすく多様性を確保できるのではないかという議論もなされて

いる。ソリシター養成が SQE による資格試験の重視に舵をきったのと共通する観点ともいえる

が、必ずしも法科大学院による教育が時間と費用がかかるからと手放すことが多様性の確保に

つながるというものではないだろう。SQE の導入によって、多様性の確保が急に改善したわけ

ではないことはイギリスの動向からも伺える。これまでの養成のあり方や資格試験のあり方を

も見直しながら、奨学金などの援助や学習支援、合理的配慮などを行いながら、多様な社会的

背景の者が学びやすくなるように積極的に働きかけていく必要があるだろう。そのためには、

日本においても法曹資格取得者の多様性がどこまで確保されているか、資格審査のアクセスの

しやすさやハードルに課題がないかなど、データをもとに検証していく姿勢が求められると考

える。 

 イギリスではバリスターとソリシターの法曹人口が増加しながらも、公的セクターや企業内

弁護士として活躍する者が増え、法曹志望者も一定数を保っている状況がある。その競争的状

況を保ちつつ、資格取得に関する障害と向き合いながら志願者の多様性を確保し、専門職性を

身につけさせようと試みてきている。法科大学院の入学時と修了後の適正な競争は、大学と法

科大学院でよい成績を修めることを求める力にもなっている。ただしその競争は、一部の属性
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の者を優遇しがちで多様性を損なう恐れも含んでいる点に注意が必要である。法科大学院はそ

のような専門職性と多様性の確保のバランスをいかに保ち、質を高めていくかが今後一層問わ

れてくるといえるだろう。 

 

※本研究は JSPS 科研費 20K23871 の助成を受けたものです。  
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